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唐津市の基礎情報 唐津市の位置

人口 ：120,149人 (令和２年８月末現在)

世帯数 ：51,105世帯 (令和２年８月末現在)

歳入歳出 ：692億9,643万1千円（令和２年度一般会計予算）

面積 ：487.58㎢ （平成30年１月4日時点）
（佐賀県全体の面積の２０％）

規
模

特
徴

ア
ク
セ
ス

①福岡から
・福岡空港から鉄道で唐津駅まで約1時間30分
・高速バスで唐津バスセンターまで約1時間30分。
②佐賀から
・佐賀空港からは佐賀駅まで市営バスで約35分。
・佐賀駅から唐津駅まで約1時間

・農畜水産資源の恵みによる盛んな第一次産業
・隣接する大都市福岡市との人材・経済交流
・伝統的な地域文化：
「唐津くんちの曳山行事」を含む「山・鉾・屋台行事」
（2016年ユネスコ無形文化遺産登録）
・伝統工芸品唐津焼：
四百余年の歴史を受け継ぎ、約７０の窯元が点在し
ており、唐津の産業の一躍も担っている。

唐津市
Karatsu city唐津市の概要
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唐津くんち（2016年ユネスコ無形文化遺産）

２

※毎年１１月２日から４日に開催

※毎年約５０万人の観光客でにぎわっている。



唐津市における課題の整理

唐津市では農畜水産資源による第一次産業がメインでそのビニールハウス等
で利用する暖房や照明・動力用のエネルギー消費が非常に多く、そのほとんど
が石油系のエネルギーを利用しているため、二酸化炭素の排出増加に伴い、
地球温暖化が懸念され、その対策が急務となっている。
また、唐津市の地域経済循環分析（右図）では、2013年時点でのエネルギー

コストの179億円が域外流出しており、その規模はGRP（域内総生産）の約5.6%に
相当する。こうした課題を解決するため、まず、地域経済活性化のためには域外
流出している資金を域内で循環させる仕組みを構築することが重要である。

さらに、再エネの導入促進とエネルギーの地産地消に取り組み、地場産業と新しいエネルギー産業とのビジネスの創出
を目指し、さらに地域エネルギー会社設立による新規雇用と電力小売事業等を通じた資金の域内循環を行う。

北海道胆振東部地震、令和元年9月の台風15号等、度重なる自然災害等が発生し、唐津市でも平成29年7月、令和元年
8・9月大雨・洪水被害等の未曾有の災害が起こり、その避難環境の拡充や住民への災害に対する意識改革の必要性が浮

き彫りになった。また、停電等により市民生活が十分に担保されず、改めて、分散型エネルギー拠点整備の必要性や自営
線や蓄電池等の非常時のインフラ整備を促進し、地域の防災拠点を中心としたレジリエンスへの対応力が求められている。

２．高い石油エネルギー依存度とエネルギーコストの外部流出

１．災害対応力の脆弱性

同時進行で進めていかなければならないものが、市の所管課がバラバラであるため、一貫性のある政策として進める
ことが困難。さらに脱炭素や再エネ、防災など分野横断的な専門知識を有する人材が不足し、育成プログラムも不十分

唐津市
Karatsu city

３

３．進めていかなければならない、「ＳＤＧｓ」、「Society5.0」、「気候変動」、「生物多様性」、「防災」等の市のセクショ
ンがバラバラであり、さらには分野横断的な専門知識人材が不足



地震

城山南断層帯（唐津市最大想定震度７）

風水害

・大雨警報等による災害情報連絡室設置回数
平成30年度：計８回 令和元年度：計６回

・２年連続大雨特別警報発令（Ｈ30・Ｒ1年度）

土砂災害

土砂災害警戒箇所 3,315箇所（2019年現在）

原子力災害

唐津市内全域ＵＰＺ（３０ｋｍ）圏内

暴風・高潮

石油コンビナート火災・林野火災

唐津市
Karatsu city唐津市のハザード（災害発生要因）

４

令和元年8月大雨 唐津市内の浸水等の状況

水田地帯の内水氾濫 山間部の国道 民家に迫る土砂崩れ 山間部の道路



課題に対する唐津市の施策について

１．災害対応力の脆弱性

２．高い石油エネルギー依存度とエネルギーコストの外部流出

①避難環境の拡充 ②住民の意識改革 ③分散型エネルギー拠点整備 ④自営線の敷設

⑤蓄電池（EV含む）の導入 ⑥スマートレジリエンス拠点構築事業

⑧再生可能エネルギーの導入促進

⑩地場産業とのビジネス創出 ⑪地域エネルギー会社の創出

⑨農山漁村再エネ法活用による再エネ設備導入

⑫政策部に分野横断的な専門人材をによる新エネルギー対策係を配置しその部署を中心とした組織体制

唐津市
Karatsu city

唐津市版地域循環共生圏の確立を目指す

⑦脱炭素社会の構築

５

※以降施策番号を各プロジェクトに記載

３．進めていかなければならない、「ＳＤＧｓ」、「Society5.0」、「気候変動」、「生物多様性」、「防災」等の市のセクショ
ンがバラバラであり、さらには分野横断的な専門知識人材が不足



１ 避難場所（特に学校体育館）の避難環境不十分

⇒ 行政施設のみの避難場所では不十分であるため、官民一体となった避難場所の確保が必要

⇒ 空調設備、女性専用トイレ、障がい者用専用トイレの確保

⇒ 施設の老朽化等による防災機能の強靭化対策（電力の多重化、耐震化、建屋の垂直化等）

２ 情報弱者への対応

⇒ テレビ、ラジオ、ｗｉ-ｆｉ等の設置

３ 新型コロナウィルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）への対応

⇒ ソーシャルディスタンスの確保、収容人員問題

４ 停電等への対応

⇒ 電気製品、携帯充電等の非常用電源の確保、懐中電灯の確保、

医療的ケア（特に人工呼吸器）（常時電気が必要）が必要な方への対応

５ 避難所生活の長期化を想定した対応

⇒ 非常食の確保、避難者の心のケア等

唐津市
Karatsu city避難環境の拡充

６

最も使用頻度が高いと
予想される施設から重点
的に設備を導入し、また、
新たな避難場所の確保

住民の意識改革

災害犠牲者の約７割を占める高齢者等の避難行動へ移すための意思改革
①避難しない（危機感が伝わらない） ⇒ 情報共有の在り方検討
②避難できない ⇒ 確実な支援者等の確保
③避難したくない ⇒ 避難場所の環境整備、新型コロナウィルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の影響

※市内のホテル等で避難する市民が急増している。

緊急情報メール（エリア
メール）にて避難所開設

等お知らせ

令和２年台風
10号避難所

施策➀

施策➁



⑩太陽光発電（市有地活用）
赤坂地区 約２MW

⑭伊岐佐水力発電（見込み）
想定３００ｋW程度

①唐津火力発電所
８７５MW（２０１５年６月廃止）

⑪太陽光発電（市有地活用）
北波多地区 約２MW

②玄海原子力発電所
２，９１９MW（３基）

④レンズ風車（神集島）３ｋＷ（１基）

⑮天山ダム（揚水発電）

⑤風力発電（農山漁村活用）（相賀・湊地区）
４，０００ｋＷ（２，０００ｋW✕２基）

⑥風力発電（農山漁村活用）（鳩川ほか） ２０２１年運転予定
２７，２００ｋＷ（３，４００ｋW✕８基）

⑦風力発電（佐里・志気地区） ２０２４～２０２５年運開予定
５４，０００ｋＷ（４，５００ｋW✕１２基）

⑬水力発電（七山）
９９０ｋW程度

⑫太陽光発電（相知地区）
佐賀県最大１６．５ＭＷ

導入予定

運転開始済み

汎用

⑨唐津バイオマス発電所（鴻ノ巣）２０２３年運転予定
約５０MW 燃料：木質ペレット、PKS

⑧洋上風力（見込み）
想定３５０MW（３０～５０基程度）

⑮レンズ風車（浄水センター）
３３ｋW（３連及び５連 ３基）

➂大型風力発電（玄海町除く）
上場地区３１，５００ｋW

（２１基）

１０

唐津市内の再生可能エネルギー等の主な導入状況 施策⑧

７



地産地消エネルギー循環に向けた取り組み

環境省 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（唐津市）

①地域エネルギー創出事業（平成３０年度）
地域資源を活用した再エネ事業の検討、シュタットベルケによる地域産業活性化
詳細検討、唐津市版構造高度化モデルの検討等

①唐津市脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（令和元年度、令和２年度）
段階的な電力需給管理の調査・検討、小売電気事業に係る顧客管理システム
（CIS）の導入に関する検討及び導入
地域脱炭素化推進事業の事業強化に向けた地域再エネ事業開発可能性調査等

環境省 地域脱炭素化推進事業体設置モデル事業（唐津パワーホールディングス）

②唐津市版脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（令和元年度）
唐津市版地域循環共生圏の構築、脱炭素社会への事業展開Ｆ/Ｓ調査等

主
な
成
果

①環境省事業にて、地域資源を活用した再エネ電源の調査や自営線の構築の
検討（図①）、唐津市版地域循環共生圏が構築できた。

②画期的な唐津市地域エネルギー会社が創設できた。（図②）

出資金2,000万円

（図②）地域エネルギー会社設立
（(株)唐津パワーホールディングス）

（図①）民間施設も含めた自営線の検討

施策④ 施策⑦

施策⑪

施策⑧

８

施策⑩

➊風力卒FITの安価電源調達 ➋市の新たな出資不要 ➌民間企業としてノウハウ

風車所有（１５００ｋW １基）



【概要】
唐津市浄水センターを中心として、
唐津市消防本部、唐津市屋内プール
などの公共施設が集積したエリアを
面として捉え、常時および非常時に
エネルギーを供給できる拠点として
の整備を目指す構想。

なお、唐津市では、再生可能エネル
ギー総合計画において、低炭素社会
の実現に向け、地産地消のエネル
ギー需給構造を構築し、エネルギー
循環型社会の形成を図るため、積極
的に「再生可能エネルギー」の導入
を進めている。

また、「レジリエンス」とは、「強
靱さ」「しなやかな強さ」のことで
あり、構想では、バランスの良い
様々な再生可能エネルギーの導入に
より、常時では浄水センターの電力
として活用し、非常時（有事）にお
いては重要拠点となる施設に電力を
供給できる仕組みを構築するなど、
「防災拠点施設へのシームレスなエ
ネルギー供給が可能となるよう浄水
センターを中心としたエリアを分散
型エネルギー供給拠点整備の実現」
を目指し進めるもの。

唐津スマートレジリエンス拠点構築事業
施策③

施策⑥
施策④

施策⑤

９



・平成２７年度に農水省が進める「農山漁村再生可能エネルギー法」を活用して、第一種農地でも、協議会及び基本計画
を作成することにより、農地転用が可能になるなど、民間事業者が再エネ事業ができる体制を構築。
・この農山漁村再エネ法を活用して、唐津市では平成２７年度に風力発電設備を２基許可、さらに、今後、民間事業者に
より８基建設中。

政策部市政戦略課
新エネルギー対策係

市民部
生活環境対策課

市民部
税務課

上下水道局
下水道施設課 農林水産部

農政課

その他関係
各課

総務部
危機管理防災課

唐津市の組織体制とエネルギー全般の協議を行う地域エネルギー推進戦略会議

政策部市政戦略課（新エネルギー対策係）を中心に「新エネルギー」、「ＳＤＧｓ」、「気候変動」、「生物の多様性」、
「防災」などの市役所内の各セクションを組織横断的に束ねる機能を保持。また、大学の有識者や大手企業を交えて
エネルギー全般のディスカッションを行う地域エネルギー推進戦略会議を開催し、その中に市の関係セクションも参画
させ、情報共有を図っている。

防災

再エネ拡大による
固定資産税の確保

気候変動、温暖化防止、
生物の多様性、環境保全

新エネ条例、総合計画、
再エネの推進

農山漁村再エネ法の推進
農地の利活用

唐津スマートレジリエンス拠点構築事業
（下水処理場）

施策⑫施策⑨農山漁村再生可能エネルギー法の活用

⒑



平成30年4月13日に第18回国連本部経済社会理事会（ニューヨーク）にて、2000
年に採択されたミレニアム開発目標並びに2015年に制定された持続可能な開発目標
（SDGs）の目標15「緑の豊かさを守ろう」に関連して、峰市長が「虹の松原の保全
の取り組み」についてスピーチしました。

唐津市の脱炭素な地域づくりの取り組み
施策⑦

⒒



唐津市

①分散型のエネルギー循環構築
（災害に強いまちづくり）

①－１ 唐津スマートレジリエンス
拠点構築事業

①－３ 脱炭素イノベションによる地域循環共生圏事業

①－２ 農山漁村再エネ事業
浄水センターを中心としたエリアに再エネ拠点整備を行い、
有事の際の防災（レジリエンス）機能を強化する自営線や
蓄電池（EV車含む）なども併設し、脱炭素社会の構築
を目指すため分散型エネルギーシステムを構築する。

②－１ からつウェルポ事業

③－１ コスメ関連産業育成

②健康関連事業の創出
（ライフスタイル）

③コスメ関連ビジネスの創出

⑥水素関連ビジネスの創出（交
通・移動）

⑥－１ 燃料電池車（バス）の
普及及び水素ステーション誘致

⑥－２ 水素の利活用

モデルエリアを選定し、行政機関や周辺民間施設等と連携し
て、再エネやコージェネシステム（熱電併給）等の更なる導
入、また災害に強く非常時の防災拠点エリアとして自営線や
蓄電池等の導入を図る。さらに地域資源バイオマス（虹の松
原の松葉等）を利活用した更なる地域再エネ開発を構築する。

農水省所管の農山漁村再エネ法を活用して、唐津市内に風力
発電設備（２基）導入し、その売電料の一部を農業に資する
取り組みとして還元し、耕作放棄地での再エネ事業推進。今
後もこのスキームで風力発電設備（８基程度）導入見込み。

②－２ 唐津産素材６次化事業

平成２９年度に内閣府の地方創生推進交付金の
採択を受け、健康のまちづくりの一環として
「健康マイレージ事業」を(株)DHCと展開してい
る。

唐津産のものを利用した商品開発を
展開し、平成３０年度に「げんこう
ドレッシング」の開発を行った。
次年度以降も商品開発を計画中。

佐賀県産のものを活用した
コスメ関連商品開発を展開
している。開発商品全４３
品（平成３１年４月現在）

⑧観光客誘致

地元バス会社等と連携して、脱炭素社会の
構築を目指すため、水素ステーションの誘
致や燃料電池車（バス）の導入を進める。

水の電気分解等により水素精製を行い、
その利活用の検討を行うとともに、そ
のサプライチェーンを構築を目指す。

③－２ 薬草園（玄海町との連携）

⑤地域エネルギー
会社による地域経済付加

価値創出

人口 ：122,528人 (平成31年1月1日時)

世帯数 ：50,646世帯 （平成31年1月1日時点）

歳入歳出：767億7,430万6千円

（平成30年度一般会計予算）

面積 ：487.58㎢ （平成30年１月4日時点）

（佐賀県全体の面積の２０％）

コスメ関連企業誘致を行い、既存の成分分析会社、
運送会社と連携して、事業展開実施。化粧品原材
料メーカーなど誘致件数５件、新規起業件数４件
（平成３１年４月現在）などを進め、地域経済の
活性化を図っている。

平成３０年度環境省の補助金を活用し地域の再エネポテン
シャル調査、シュタットベルケモデル（ドイツ）調査、
「唐津市版エネルギー構造高度化モデル」としてまとめた。
2019年7月に地元企業の出資による株式会社唐津パワー
ホールディングスを設立。新規雇用健常者のみならず障が
い者雇用も検討。

既存の観光事業を進め、新規に医療ツーリズム
やエネルギーツーリズムなどの事業展開を図る。

市域を越え、玄海町
と連携してコスメ商
品開発を協同で進め
ている。

第18回国連本部経済社会理事会がニューヨークにて開
催され、峰市長が「虹の松原の保全の取り組み」につ
いてスピーチを行った。

⑦早稲田大学との連携

強固な包括連携に基づ
き、各プロジェクトを
進め、SDGsや再エネ地
産地消等の地域の課題
解決に向けた政策提言
など官学連携事業の遂
行を図る。

④SDGsへの取組推進

目指す姿

⒓



ご清聴有難うございました
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